
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 30 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 26 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 26 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 20 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4210 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年 10 月から 53 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 52 年 10 月から 53 年３月まで 

    亡くなった義父が、私の国民年金保険料を含め、家族全員の国民年金

保険料をまとめて納付していたはずであり、申立期間の保険料だけ未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その義父が家族全員の国民年金保険料をまとめて納付してい

たはずであるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記

号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 49 年 12 月頃に払い出さ

れたと推認され、このことからすると申立期間は保険料を納付できる期間

である。 

   また、申立期間前後の期間は国民年金保険料が納付済みとなっている上、

家族全員の国民年金保険料を納付したとするその義父母の保険料は全て納

付済みであり、６か月と短期間である申立期間の国民年金保険料を納付で

きなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年６月から 61 年３月まで 

             ② 昭和 62 年１月から同年３月まで 

申立期間①について、私は、当時大学生であったがＡ町役場から 20

歳になったら国民年金保険料を納付する義務があるというお知らせが来

たので、私の父が国民年金の加入手続を行い、私の母が保険料を納付し

ていた。申立期間②については、申立期間①と同様に私の母がＡ町役場

で私の国民年金保険料を１年分まとめて納付していた。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、申立人の国民年金保険料をその母が

Ａ町役場で１年分納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記

号番号は当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 63 年

６月頃払い出されたと推認され、その時点では、申立期間②は遡って保

険料を納付できる期間である。 

また、Ａ町保管の申立人の国民年金被保険名簿では、申立期間②は

「Ａ」と記載され納付済み期間であることが確認でき、オンライン記録

と不整合となっていることから、行政側の記録管理に不備がみられる。 

さらに、申立期間前後の期間は納付済みとなっている上、申立人が、

３か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料を納付できなかった

特段の事情は見当たらない。 

 



                      

  

２ 申立期間①について、申立人は、その父が国民年金への加入手続を行

い、その母が国民年金保険料を納付したとしているが、申立人の国民年

金手帳記号番号は、上記のとおり昭和 63 年６月頃払い出されたと推認

され、その時点では、申立期間①は時効により保険料を納付できない期

間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査した

が、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4214 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年５月から 54 年３月まで 

 私は、ねんきん特別便で未納期間があることが分かった。申立期間当

時は学生でＡになるために勉強をしつつ家の手伝いをしていた。国民

年金保険料は、両親が国民年金の加入手続をし、納税組合を通じて納

付していたので、私の保険料も一緒に納めていたと思う。申立期間が

未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、その両親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も

納付してくれたと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は年金手帳記号番号払出簿から昭和 55 年６月 30 日に払い出されたこと

が確認でき、その時点では、申立期間のうち 53 年４月から 54 年３月ま

では保険料を納付できる期間である。 

また、昭和 55 年 11 月 10 日に、54 年４月から 55 年３月までの国民

年金保険料を過年度納付していることから、国民年金の加入手続を行っ

た時点で 53 年４月から 54 年３月までの保険料を過年度納付した可能性

を否定できない上、12 か月間と短期間である当該期間の保険料納付が

できなかった特段の事情は見当たらない。 

さらに、国民年金保険料を納付したとする申立人の両親の保険料は納

付済みである上、申立人は、申立期間以降に未納は無く、平成 14 年４

月以降は口座振替で保険料を納付しているなど、保険料の納付意識は高

かったものと考えられる。 

 



                      

  

  ２ 一方、申立期間のうち昭和 50 年５月から 53 年３月までの期間につい

ては、上記のとおり国民年金の加入手続を行った 55 年６月 30 日の時点

では時効により国民年金保険料を納付することができない期間である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、特例納付のことは知らなかったとしており、特例納

付により国民年金保険料を納付した事情も見当たらない。 

    さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 53 年４月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4218 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年５月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月から 55 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、私が昭和 53 年４月に会社を

退職した後、国民年金及び国民健康保険に同時に加入して、国民年金保

険料を最初は現金で納付し、その後はＡ信用金庫Ｂ支店の口座から引き

落とされていた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間について、申立人が昭和 53 年４月に会社を退職した後、国

民年金及び国民健康保険に同時に加入して、国民年金保険料を最初は現

金で納付し、その後はＡ信用金庫Ｂ支店の口座から引き落とされていた

と申述しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から、55 年８月頃に払い出されたと

推認され、このことからすると申立期間は保険料を納付することが可能

な期間である。 

また、申立人は、申立期間直後の昭和 55 年４月から平成２年４月ま

での期間の国民年金保険料を全て納付しており、国民年金に対する納付

意識は高かったと考えられ、23 か月と比較的短期間である申立期間の

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

    その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5467 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成 10 年 11 月及び

同年 12 月を 59 万円、11 年１月から 12 年８月までを 44 万円、同年９月

から 13 年３月までは 41 万円、同年４月は 47 万円、同年５月から 17 年３

月までは 50 万円、同年４月から同年 11 月までは 41 万円に訂正すること

が必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 10 年 11 月１日から 18 年８月９日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社における平成 10 年 11 月

から 18 年７月までの標準報酬月額が実際の給与よりずっと低い金額と

なっているので、調査の上、適切な標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

なお、商業登記簿謄本によると、申立人は申立期間当時、Ａ株式会

社の取締役であったことが確認できるが、事業主及び複数の同僚が、申

立人がＢの責任者であり、社会保険事務に携わっていなかった旨を供述

している上、同社に係る滞納処分票の連絡記録においても対応者として

申立人の名前は出ていないことから判断すると、標準報酬月額変更届の



                      

  

提出については、申立人は関与していなかったものと認められる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、Ｃ市が保管する申立

人に係る平成 11 年度から 15 年度までの市・県民税課税台帳に記載され

る社会保険料控除額から推認できる 10 年から 14 年までの厚生年金保険

料額、及びＡ株式会社が発行した申立人に係る賃金台帳で確認できる

15 年から 17 年までの厚生年金保険料控除額から、申立人の標準報酬月

額については、10 年 11 月及び同年 12 月までを 59 万円、11 年１月から

12 年８月までを 44 万円、同年９月から 13 年３月までは 41 万円、同年

４月は 47 万円、同年５月から 17 年３月までは 50 万円、同年４月から

同年 11 月までは 41 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、市・県民税課税台帳及び賃金台帳において

確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当

時）で記録されている標準報酬月額が申立期間について長期間にわたり

一致していないことから、事業主は課税証明書や賃金台帳等で確認でき

る保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 一方、申立期間のうち、平成 17 年 12 月から 18 年７月までの期間に

ついては、株式会社Ｄが保管する申立人に係る取引明細表によれば、当

該期間の保険料に係る給与振込みが行われていない上、Ｃ市が保管する

申立人に係る平成 19 年度市・県民税課税台帳において 18 年分の社会保

険料が控除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5469 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額（47 万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間①の標準報酬月額に係る記録を 47

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

２ また、申立期間②に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間②の標準

報酬月額に係る記録を平成９年２月から同年６月までは 47 万円、同年

７月から 11 年２月までは 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年１月 31 日から同年２月１日まで 

             ② 平成９年２月１日から 11 年３月 31 日まで 

ねんきん定期便を確認したところ、平成９年１月 31 日から同年２月

１日までの標準報酬月額がその前月と比較して半分以下になっている。 

平成９年２月１日に、社長が交代し社名が株式会社Ａから株式会社Ｂ

に変わったが、その前後の期間における仕事内容や勤務形態、給与には

特に変化は無かったはずなので、正しい記録に訂正してほしい。 

また、平成９年２月１日から 11 年３月 31 日までの標準報酬月額が、

同年４月２日に、遡って引き下げられているのはおかしいので、正しい

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 雇用保険の記録から、申立人は、申立期間①を含む昭和 61 年９月３

日から平成 11 年３月 30 日まで株式会社Ａ（後に、株式会社Ｂ）に継続

して勤務していたことが確認できる。 

また、当時の人事担当者、財務担当者をはじめ複数の同僚は、申立期

間①について、その前後の期間の勤務実態、給与額及び厚生年金保険料



                      

  

の控除額等に違いは無かったはずであると供述している上、社会保険庁

（当時）の記録によると、申立人と同様に申立期間①の標準報酬月額が、

その前後の期間に比べて半額程度となっていた同僚が保管していた給与

支給明細書から、申立期間①の給与額及び厚生年金保険料の控除額は、

その前後の期間と同じ金額であることが確認できる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人の申立期間①

の前後の標準報酬月額（47 万円）から、47 万円に訂正することが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、当該事業所は既に適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主は確認できる資料もなく不明であるとしており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、株式会社Ａは平成 11 年３月 31 日に厚生年金保

険の適用事業所に該当しなくなっているところ、オンライン記録から、

申立人の標準報酬月額は同日以降の同年４月２日付けで、９年２月から

同年６月までは 47 万円から９万 2,000 円、同年７月から 11 年２月まで

は 59 万円から９万 2,000 円に遡及して訂正されていることが確認でき

る。 

一方、事業主及び複数の同僚は、申立人には役員として相応な給与額

が支給されていたはずであり、大幅に減額をしたことはなく、オンライ

ン記録が９万 2,000 万円となっているのは誤りである旨供述しているこ

とから、申立期間②の給与額に随時改定に該当するような変動があった

とは考え難い。 

また、複数の同僚は、申立期間当時、株式会社Ａは経営不振で、社会

保険料を滞納していた旨を回答している。 

なお、申立人は、申立期間において当該事業所の取締役であったこと

が確認できたが、事業主及び複数の同僚から、申立人は役員ではあった

が、総務、人事、社会保険関係業務には一切関与していなかった旨の回

答が得られており、申立人が当該減額訂正に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②について、当該訂正処理を

遡及して行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間②に係る標準報酬

月額について、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立

期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

標準報酬月額の記録から、平成９年２月から同年６月までは 47 万円、



                      

  

同年７月から 11 年２月までは 59 万円とすることが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5470 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録について、平成 10

年９月から同年 12 月までの記録を 34 万円、11 年１月から同年９月まで

の記録を 22 万円、同年 10 月から 12 年４月までの記録を 28 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年９月１日から 12 年５月９日まで 

国（厚生労働省）の記録では、平成 10 年９月１日から 12 年５月９日

までの標準報酬月額は９万 8,000 円となっているが、当時の私が受け取

っていた給与に比べて明らかに低い。誤りであると思うので、当該期間

の標準報酬月額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係るＡ株式会社における

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 10 年５月から同年 12 月まで

が 34 万円、11 年１月から同年９月までが 22 万円、同年 10 月から 12 年

４月までが 28 万円と記録されていたところ、11 年 12 月６日付けで、申

立人を含む 38 人の標準報酬月額が遡って訂正されており、申立人につい

ては、標準報酬月額が 10 年９月まで遡って、９万 8,000 円に引き下げら

れていることが確認できる。 

   一方、当該事業所の商業登記簿謄本には、申立期間当時、申立人の氏名

は無く、申立人が同事業所の役員であったことが確認できない。 

   また、日本年金機構Ｂ年金事務所から提出された平成７年度から 11 年

度までの滞納処分票の事蹟によると、当該事業所は申立期間当時において

社会保険料を滞納していたことが確認できるとともに、滞納整理に係る相

談は全て事業主及び担当次長が行っていることが確認できることから、申



                      

  

立人が当該標準報酬月額の訂正に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、平成 11 年 12 月６日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、こ

のような遡及により記録を訂正するという処理を行う合理的な理由は無く、

有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理

の結果として記録されている申立人の 10 年９月から 12 年４月までの期間

に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、

平成 10 年９月から同年 12 月までを 34 万円、11 年１月から同年９月まで

を 22 万円、同年 10 月から 12 年４月までを 28 万円に訂正することが必要

と認められる。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 53 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年３月１日から同年９月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、平成 17 年３月１日から同年９月１日

までの標準報酬月額が 38 万円となっているが、誤りである。保険料控

除の事実が確認できる給料明細書を提出するので、当該期間の標準報酬

月額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそ

れぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。  

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が所有している

給与明細書において確認できる保険料控除額及び報酬月額から、申立期間

の標準報酬月額に係る記録を53万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5472 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人

が主張する標準報酬月額（44 万円）であったと認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 44 万円に訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 10 月１日から９年 10 月１日まで 

ねんきん定期便の記録によると、株式会社Ａに勤務していた期間のう

ち、申立期間の標準報酬月額が著しく低い額となっている。申立期間の

月額給与は 45 万円前後を支給されており、厚生年金保険料も 44 万円の

標準報酬月額に相当する額が控除されていた。申立期間の給与明細書を

提出するので申立期間の標準報酬月額に係る記録を 44 万円に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間の給与明細書の写しから、申立人は、

44 万円の標準報酬月額に相当する保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月

額は、当初、申立人が主張する 44 万円と記録されていたところ、平成

９年９月４日付けで過去５年間の定時決定が訂正され、遡って４年 10

月から７年９月までは８万円、同年 10 月から９年９月までは９万

2,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

また、事業主は、申立人と同様に平成９年９月４日付けで昭和 60 年

10 月から平成９年９月まで遡って標準報酬月額が最高等級から最低等

級に減額訂正されていることが確認できる。 

加えて、事業主及び元取締役は、申立期間当時、相当額の厚生年金保

険料の滞納があったことを証言している。 



                      

  

一方、株式会社Ａの商業登記簿謄本から、申立期間において申立人

は、同社の取締役でないことが確認できる上、事業主及び元取締役

は、「申立人は、申立期間当時は経理事務を行っていたが、経営に

関与していたことは無い。」と供述していることから、申立人が当

該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成９年９月４日付けで行わ

れた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人につい

て４年 10 月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理

由があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果

として記録されている申立人の平成４年 10 月から９年９月までの期

間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た

44 万円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5473 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 19 年 11 月

25 日を 10 万円、20 年６月 25 日を５万 1,000 円、20 年 11 月 25 日を 10

万 1,000 円にすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年 11 月 25 日   

           ② 平成 20 年６月 25 日   

           ③ 平成 20 年 11 月 25 日   

  私は、平成 15 年１月から 22 年 12 月まで、有限会社Ａに勤務した。

ねんきん定期便の記録を確認したところ、支給された３回の賞与が記録

されていない。賞与の支給明細書を提出するので、調査の上、記録を回

復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、各申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準賞与額を決定し、これに基づき保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、各申立期間の標準賞与額については、申立人から提出さ

れた平成 19 年 11 月、20 年６月及び同年 11 月の賞与支給明細書におい

て確認できる賞与額及び保険料控除額から、19 年 11 月 25 日の標準賞

与額の記録は 10 万円、20 年６月 25 日の同記録は５万 1,000 円、同年



                      

  

11 月 25 日については 10 万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の各申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、届出を行っていないことを認めていることから、

事業主は当該期間に係る賞与支払届を届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所（当時）は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5474 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年３月 26 日から 36 年８月 26 日まで              

ねんきん特別便が来たときに、自分がかつて勤務していた株式会社Ａ

の厚生年金保険被保険者期間が脱退手当金支給済の記録になっているこ

とを知ったが、自分は脱退手当金というものを請求したことも受給した

ことも無かったので疑問をいだいていた。日本年金機構から記録の再調

査をしてもらえるという通知が来たので、申立てをすることにした。調

査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿、健康保険厚生年

金保険被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿におけ

る申立人の姓は旧姓のままであり、申立期間の脱退手当金は旧姓で請求さ

れたものと考えられるが、原戸籍謄本から、申立人は、支給決定日（昭和

37 年２月 23 日）の約１年７か月前の 35 年７月＊日に婚姻し、改姓して

いることが確認できることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え

難い。 

また、申立人は、申立期間後は国民年金に任意加入し、国民年金保険料

を納付していることを踏まえると、当時、脱退手当金を請求する意思を有

していたとは認め難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするが、オンライン記録によると、申立

人が申立期間より前に勤務していたＢ株式会社における被保険者期間につ

いては、その計算の基礎とされておらず、未請求となっている。 



                      

  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主より給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日

に係る記録を平成８年３月 20 日に、資格喪失日に係る記録を同年５月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 17 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年３月 20 日から同年５月１日まで 

    年金事務所の記録では、株式会社ＡのＢ店でＣ販売の正社員として勤

務していたのに、厚生年金保険の被保険者記録が無かった。入社後すぐ

会社は倒産したが、給与支給明細書があるので、この期間を調査し厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立てに係る株式会社Ａ本店（Ｄ市）におけるマネージャー、総務、経

理、社会保険担当者及び申立人のＢ店の店長の供述等から、申立人は申

立期間について、同社Ｂ店に勤務していたと認められる。 

 また、申立人提出の給与支給明細書（平成８年４月分）から、給与から

厚生年金保険料が控除されていることが確認できる上、前述のマネージ

ャー等の供述によると、「当該事業所の事業主等は不渡りを出し、一切

の書類を持って逃亡したため、同社は平成８年５月１日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっているが、各店の店長から正社員の社員名簿を

届出させ、この名簿を基に弁護士が、全社員の解雇予告手当、未払賃金

の処理をしていた。」としており、同名簿には、申立人の記載もある。   

なお、申立人の同社の被保険者記録が無い理由について、本店の社会

保険担当者は、「Ｅ地区の場合は、１か月に１回採用者の書類が送られ



                      

  

てくるため、社会保険料の保険料控除はしたが、資格取得届については、

社会保険事務所（当時）へ提出するため丁度届書等を作成中か、また、

不渡り等で混乱し、対応ができなかったのではないか。」と回答してい

る。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、前述の給与支給明細書の記

録から 17 万円とすることが妥当である。      

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間のオンライン記録の整理番号に欠番が見当たらないことから、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、

資格の取得及び喪失のいずれの機会においても、社会保険事務所が申立

人に係る届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行わ

れておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成８年３月

及び同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5480 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人のＡ株式会社における資格取得日は昭和 29 年９月１日、資格

喪失日は 31 年 11 月１日であると認められることから、申立人の当該期

間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 29 年９月から 30 年

９月までは 5,000 円に、同年 10 月から 31 年７月までは 6,000 円に、同

年８月から同年 10 月までは 8,000 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立人は、申立期間のうち、昭和 29 年１月１日から同年９月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＢ株式会社における資格喪失日に

係る記録を同年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る記録

を 3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年１月１日から 31 年 11 月１日まで 

Ｂ株式会社に入社して以来、同社が昭和 40 年３月に倒産するまで勤

務していたのに、厚生労働省の記録によれば、同社に係る厚生年金保険

の被保険者期間に空白がある。 

申立期間においても継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、昭和 29 年９月１日から 31 年 11 月１日までの期間

について、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい



                      

  

て、申立人の氏名及び生年月日と完全一致している被保険者記録が確認

でき、当該被保険者記録は、基礎年金番号に未統合となっている上、申

立人のＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における厚

生年金保険記号番号と同一であることが確認できることから、同被保険

者記録は申立人本人の記録であると判断できる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 29 年９月から 30 年９月

までは 5,000 円に、同年 10 月から 31 年７月までは 6,000 円に、同年８

月から同年 10 月までは 8,000 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 29 年１月１日から同年９月１日までの期間に

ついて、複数の同僚から、申立人が当該期間においてＢ株式会社に勤務

していたこと、同社とＡ株式会社が関連会社であること、及び申立人の

勤務形態に変更が無かった旨の供述が得られたこと並びにＢ株式会社か

らＡ株式会社に複数の同僚が異動している上、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった日（31 年 11 月１日）に申立人を含む複数の同僚

がＢ株式会社において被保険者資格を再取得していることが両社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿で確認できることから判断すると、

当該期間において両社は関連会社であり、申立人は、当該期間において

Ｂ株式会社に継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所と

なった日が昭和 29 年９月１日であり、複数の同僚が、申立人は、当該

期間において継続してＢ株式会社に勤務していたと供述している上、オ

ンライン記録等から、同日にＡ株式会社で資格を取得している同僚も複

数確認できることから、同日とすることが妥当であり、Ｂ株式会社に係

る資格喪失日を同日とすることが必要である。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＢ株式会社にお

ける昭和 28 年 12 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、

3,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、当該事業所は既に解散している上、事

業主も既に亡くなっているため、資料等を入手できず、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、



                      

  

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を訂

正することが必要である。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、35 万 7,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 11 日 

平成 15 年７月の標準賞与額が「ねんきん定期便」では、現金支給賞

与分の金額５万円となっているが、同年同月中には銀行振込分賞与もあ

ったので、調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 株式会社Ａから提出された平成 15 年７月分賞与の支給控除項目一覧表

及び同年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人が同年７月

11 日に賞与 35 万 7,500 円を、同年同月 17 日に賞与５万円を支給され、

当該賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが

認められる。 

また、申立人の申立期間の標準賞与額については、当該支給控除項目一

覧表及び所得税源泉徴収簿の保険料控除額から、35 万 7,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間

に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間①

に係る標準報酬月額を 41 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、平成４年 10 月 21 日

であると認められることから、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資

格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、41 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年 10 月１日から４年５月 31 日まで 

② 平成４年５月 31 日から同年 10 月 21 日まで 

Ａ株式会社に勤務していた平成３年 10 月１日から４年５月 31 日まで

の標準報酬月額が、支給されていた報酬に比べて低額になっている上、

同年 10 月 20 日まで勤務していたにもかかわらず、喪失日が同年５月

31 日になっているのはおかしいので、調査の上訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録において、申立期間①に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は当初 41 万円と記録されていたが、Ａ株式会

社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成４年５月 31 日）

後の４年 10 月 22 日付けで、遡及して標準報酬月額を 20 万円に訂正され

ていることが確認できる。 

また、Ａ株式会社では、申立人のほかにも標準報酬月額が遡って減額訂

正されている者が一人確認できる。 

さらに、商業登記簿の閉鎖事項全部証明書から、申立人は当該事業所に

おいて取締役であったことが確認できるものの、同僚が、「申立人は社会

保険の手続などに携わっていなかった」旨の供述をしている。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、当該

訂正処理を遡及して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な

記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月

額は事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、41 万円とすること

が必要と認められる。 

申立期間②については、雇用保険の被保険者記録において、申立人のＡ

株式会社における離職日が、平成４年 10 月 20 日と記録されていることが

確認でき、当該期間において同社に継続して勤務していたことが確認でき

る。 

一方、オンライン記録では、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所で

なくなった平成４年５月 31 日以降に、申立人の当該事業所における厚生

年金保険の被保険者資格を同年５月 31 日とする旨の処理（４年 10 月 22

日）が遡って行われていることが確認できる。 

しかしながら、商業登記簿の履歴事項全部証明書から、当該事業所が法

人であったことが確認でき、かつ、申立期間②において適用事業所の要件

を満たしていたことが確認できることから、当該事業所が適用事業所でな

くなった処理及び申立人の当該事業所における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日を遡って処理を行う合理的な理由は無く、資格喪失日に係る有効

な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の当該事業所にお

ける資格喪失日を平成４年 10 月 21 日とすることが必要であると認められ

る。 

なお、申立期間②に係る標準報酬月額は、申立人の当該事業所における

申立期間①に係る上記訂正後の記録から、41 万円とすることが妥当であ

る。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成２年 10 月から同年 12

月までは 30 万円、３年１月は 26 万円、同年２月は 28 万円、同年３月は

26 万円、同年４月及び同年５月は 32 万円、同年６月は 30 万円、同年７月

は 26 万円、同年８月は 30 万円、同年９月は 32 万円、同年 10 月から４年

１月までは 30 万円、同年２月は 32 万円、同年３月及び同年４月は 30 万

円、同年５月から６年 10 月までは 32 万円、同年 11 月から７年３月まで

は 28 万円に訂正することが必要である。 

  なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年 10 月１日から７年４月 26 日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた期間、厚生年金保険の標準報酬月額の記録

及び保険料納付額が当時の給料明細書と比べて著しく低い。申立期間の

標準報酬月額の記録を当時の給料及び保険料控除額に合わせて訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

   申立人が保管しているＡ株式会社の給料明細書より、申立期間のうち平



                      

  

成２年 10 月、同年 11 月及び３年１月から４年２月までの期間、５年 12

月及び６年２月から７年３月までの期間について、オンライン記録で確認

できる標準報酬月額よりも高額の報酬月額の支払を受け、厚生年金保険料

が控除されていることが確認できる。 

   また、申立人の申立期間のうち、給料明細書で確認できない平成２年

12 月、４年３月から５年 11 月までの期間及び６年１月については、給料

明細書が無いものの、申立人が保管していた源泉徴収票、預金通帳の給料

振込額、及び市県民税納税通知書より推認できる厚生年金保険料額等から、

当該期間についても、オンライン記録で確認できる標準報酬月額よりも高

額の報酬月額の支払を受け、厚生年金保険料が控除されていると推認でき

る。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、前述の給料明細書等で

確認できる報酬月額又は保険料控除額から、申立期間のうち、平成２年

10 月から同年 12 月までを 30 万円、３年１月を 26 万円、同年２月を 28

万円、同年３月を 26 万円、同年４月及び同年５月を 32 万円、同年６月を

30 万円、同年７月を 26 万円、同年８月を 30 万円、同年９月を 32 万円、

同年 10 月から４年１月までを 30 万円、同年２月を 32 万円、同年３月及

び同年４月を 30 万円、同年５月から６年 10 月までを 32 万円、同年 11 月

から７年３月までを 28 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、給料明細書等において確認又は推認できる報

酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）

で記録されている標準報酬月額が申立期間の全期間にわたり一致していな

いことから、事業主は給料明細書等で確認できる報酬月額及び保険料控除

額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該標準報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5489 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準

報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったことが認められるこ

とから、当該期間の標準報酬月額の記録を昭和 59 年９月は 32 万円、同年

10 月及び同年 11 月は 34 万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間②のうち、昭和 61 年７月１日から 62 年 10 月１日まで

の期間について、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、当

初届け出た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準

報酬月額に係る記録を 17 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年９月１日から同年 12 月 31 日まで 

             ② 昭和 60年６月１日から平成元年７月 31日まで  

   年金記録によると、標準報酬月額は、Ａ株式会社において厚生年金保

険に加入していた昭和 59 年９月１日から同年 12 月 31 日までの期間、

及び有限会社Ｂにおいて厚生年金保険に加入していた 60 年６月１日か

ら平成元年７月 31 日までの期間において著しく低額となっている。上

記の期間、給与は 30 万円以上で変わらなかった。申立期間①及び②の

標準報酬月額の記録を当時の給与に合わせて訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ａ株式会社の事業所別被保険者名簿において、

当初、昭和 59 年 10 月１日の定時決定で 34 万円と記録されていたところ、

当該事業所が適用事業所に該当しなくなった日（59 年 12 月 31 日）の後

の 60 年５月 13 日付けで、59 年９月から同年 11 月までの標準報酬月額が

12 万 6,000 円に遡及して引き下げられている。 

   また、申立人と同日に、当該事業所の被保険者に係る標準報酬月額が、

遡及して減額処理が行われている元同僚の記録が複数確認できる。 

さらに、申立人は、「昭和 59 年９月頃、会社が社会保険料を３か月分



                      

  

滞納し、社会保険から外れることになり、同年 12 月に保険証を没収され

た。その後、社会保険には有限会社Ｂの名称で加入したが、社会保険事務

所職員の勧めがあったと聞いている。」と供述している。 

   加えて、当該事業所の元事業主は「社会保険の担当は、専務のＣであっ

た。Ａ株式会社が社会保険を外れること、有限会社Ｂで社会保険に加入す

ること及び標準報酬月額を減額することについて、専務のＣから詳細につ

いての報告は無かった。社会保険の加入や標準報酬月額については、専務

のＣが社員代表のＤと相談していたようだ。当時、社会保険料の滞納はあ

った。資金繰りが苦しかったが、社員代表のＤから、社員の給料確保を優

先するよう要請があったように思う。社会保険の一連の手続は、専務のＣ

が社会保険事務所の職員と相談し、その指示に従っていたようだ。」と供

述している。 

これらを総合的に判断すると、かかる処理を行う合理的な理由は無く、

申立期間①において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事務

所に当初届け出た、昭和 59 年９月は 32 万円、同年 10 月及び同年 11 月は

34 万円に訂正することが必要と認められる。 

申立期間②のうち、昭和 61 年７月１日から 62 年 10 月１日までの期間

については、オンライン記録によると、当初、申立人の標準報酬月額は、

昭和 61 年 10 月１日の定時決定において 17 万円と記録されていたところ、

62 年５月 15 日付けで取り消され、61 年７月１日に遡って６万 8,000 円に

引き下げられていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人と同様に、昭和 61 年 10 月１日

の定時決定が 62 年５月 15 日付けで取り消され、標準報酬月額が 61 年７

月１日に遡って減額処理が行われている元同僚の記録が複数確認できる。 

しかしながら、申立人及び元同僚Ｅは、「Ａ株式会社及び有限会社Ｂに

おいて標準報酬月額の記録が減額となっている期間があるが、勤務してい

た当時、給料の減額は無かった。」と供述している。 

また、事業主は申立期間当時「社会保険料の滞納はあった。」と証言し

ている。 

これらの事実を総合的に判断すると、昭和 62 年５月 15 日付けで行われ

た遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について 61 年

７月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったと

は認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったと

は認められない。このため、当該訂正処理の結果として記録されている申

立人の昭和 61 年７月から 62 年９月までの標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た 17 万円に訂正することが必要と認められる。 

一方、申立期間②のうち、昭和 60 年６月１日から 61 年７月１日までの



                      

  

期間、及び 62 年 10 月１日から平成元年７月 31 日までの期間について、

申立人に係る当該事業所の事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によ

ると、申立期間②のうち、昭和 60 年６月から 61 年６月までの標準報酬月

額は 17 万円、62 年 10 月から 63 年７月までの標準報酬月額は６万 8,000

円、及び同年８月から平成元年６月までの標準報酬月額は 15 万円となっ

ており、遡及して訂正した形跡は無い。 

また、元事業主及び複数の元同僚に照会したが、申立人の主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除をうかがわせるような資料を得る

ことはできなかった。 

このほか、上記期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②のうち、昭和 60 年６月１日から 61 年７月１日までの期間及び

62 年 10 月１日から平成元年７月 31 日までの期間について、申立人がそ

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5491 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届

け出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立人の標準報

酬月額の記録を 20 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 12 月１日から 10 年２月 17 日まで 

 平成８年７月１日から 10 年２月 16 日までの間、株式会社Ａに継続

して勤務し、この間厚生年金保険料を給与から控除されていたが、申

立期間の標準報酬月額は当時の給与支給額 33 万円と異なり、９万

8,000 円に引き下げられた記録となっているので、被保険者記録を訂正

してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録により、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初 20 万円と記録されていたところ、

同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成 10 年２月 17 日よ

り後の同年２月 20 日付けで、申立人及び事業主を含む社員５人全員の

標準報酬月額が遡って減額訂正されており、申立人の場合は、８年 12

月から 10 年１月までの標準報酬月額は 20 万円から９万 8,000 円に遡及

して減額訂正されていることが確認できる。 

    また、複数の元同僚が「申立人の業務は、Ｂの営業販売であり、社会

保険関係の事務手続は事業主か店長が行っていた。事業所は経営不振に

陥り、数か月間給与の遅配欠配が続いた後、平成 10 年２月に倒産し

た。」と供述していることから、申立人は社会保険事務について権限を

有しておらず、標準報酬月額を遡及訂正された事実を承知していなかっ

たと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、当該訂正処理を遡及して行う合理的理



                      

  

由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められな

いことから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主

が社会保険事務所に当初届け出た 20 万円とすることが必要であると認

められる。 

 

  ２ 一方、申立人は、申立期間の給与支給額について、申立人保管の雇用

保険被保険者離職票から 33 万円であることが確認できることから、標

準報酬月額の相違についても申し立てているところ、Ｃ公共職業安定所

保管の申立人に係る雇用保険受給資格者証に記載されている離職時賃金

日額１万 1,222 円からも、申立人の申立期間当時の給与支給額は 33 万

円であったことが認められる。 

    しかしながら、株式会社Ａは、平成 14 年 12 月＊日に解散している上、

元事業主は申立人の厚生年金保険料の給与からの控除について「事業所

が、10 年２月に倒産した際、人事関係資料は焼却処分してしまったた

め不明である。」と供述していることから、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の給与からの控除額については確認することができない。 

    また、複数の元同僚が、「退職時の給与額は 30 万円くらいであった

と思うが、厚生年金保険料の控除額については記憶に無い。」と供述し

ている。 

    さらに、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる給与明

細書等の資料も無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5492 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 51 年 10

月から 52 年９月までは 17 万円、同年 10 月から 53 年９月までは 18 万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月１日から 53 年 10 月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額が、実際の給与の

額と違っているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額

の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給料明細書において

確認できる保険料控除額から、昭和 51 年 10 月から 52 年９月までは 17 万

円、同年 10 月から 53 年９月までは 18 万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち昭和 51 年 10 月及び 53 年７月の厚生年金保険料

控除額については、保険料控除月である 51 年 11 月及び 53 年８月分の給

料明細書は無いものの、当該月を除く 51 年 11 月から 52 年９月までの厚

生年金保険料控除額は全て同額（7,735 円）、52 年 10 月から 53 年６月ま

での期間、及び同年８月から９月までの期間の厚生年金保険料控除額は全

て同額（8,190 円）であることから、当該月についても厚生年金保険料額



                      

  

控除は同額（51 年 10 月は 7,735 円、53 年８月は 8,190 円）であると推認

できる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主の納付義務の履行について

は、事業主は関係資料を保管しておらず不明としているが、申立期間に行

われるべき事業主による健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎

届及びこれに基づく定時決定のいずれの機会においても、社会保険事務所

（当時）が申立人の標準報酬月額について記録の処理を誤るとは考え難い

ことから、事業主は、申立人が主張する標準報酬月額に見合う報酬月額を

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、上記訂正後の保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主から控除されていたと認められることから、申立期間の

標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月７日を 50 万円、同年 12 月９日

を 52 万円、16 年７月 12 日を 55 万円、同年 12 月９日を 55 万円、17 年７

月 11 日を 56 万円、同年 12 月 12 日を 55 万円、19 年７月 11 日を 56 万円、

同年 12 月７日を 56 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月７日 

② 平成 15 年 12 月９日 

③ 平成 16 年７月 12 日 

④ 平成 16 年 12 月９日 

⑤ 平成 17 年７月 11 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 12 日 

⑦ 平成 19 年７月 11 日 

⑧ 平成 19 年 12 月７日 

年金記録を確認したところ、有限会社Ａにおいて支払われた申立期間

（①～⑧）の賞与の記録が欠落していることが分かった。厚生年金保険

料が控除されていた賞与明細書を提出するので当該申立期間の記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間（①～⑧）における標準賞与額については、申立人提出の賞与

明細書及び事業主提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、当該申立期間に係る標準賞与額については、申立人提出の賞与明



                      

  

細書及び事業主提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳で確認できる厚生年金

保険料控除額から、平成 15 年７月７日は 50 万円、同年 12 月９日は 52 万

円、16 年７月 12 日は 55 万円、同年 12 月９日は 55 万円、17 年７月 11 日

は 56 万円、同年 12 月 12 日は 55 万円、19 年７月 11 日は 56 万円、同年

12 月７日は 56 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の全申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は厚生年金保険料を納付していないと認めて

いることから、事業主は、申立人に係る賞与額を社会保険事務所(当時)に

届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は申立人が主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 17 年６月 17 日に係る標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額と

ならない記録とされているが、申立人は、17 年６月 17 日に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の 17 年６月 17 日の標準賞与額に係る記録

を 150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

                    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 17 日 

    Ａ株式会社から平成 17 年６月 17 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、17 年

６月 17 日に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、

17 年６月 17 日の 150 万円について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社における平成 17 年６月 17 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者支払届の控えの記録から、当該保

険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年２月 15 日に、事

業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして、申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る 17 年６月 17 日に係る標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 17 年６月 17 日に係る標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額と

ならない記録とされているが、申立人は、17 年６月 17 日に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の 17 年６月 17 日の標準賞与額に係る記録

を 150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

                    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 17 日 

    Ａ株式会社から平成 17 年６月 17 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、17 年

６月 17 日に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、

17 年６月 17 日の 150 万円について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社における平成 17 年６月 17 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者支払届の控えの記録から、当該保

険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年２月 15 日に、事

業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして、申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る 17 年６月 17 日に係る標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務



                      

  

を履行していないと認められる。 

  

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 17 年６月 29 日に係る標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額と

ならない記録とされているが、申立人は、17 年６月 29 日に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の 17 年６月 29 日の標準賞与額に係る記録

を 150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

                    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 29 日 

    Ａ株式会社から平成 17 年６月 29 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、17 年

６月 29 日に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、

17 年６月 29 日の 150 万円について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社における平成 17 年６月 29 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者支払届の控えの記録から、当該保

険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年２月 15 日に、事

業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして、申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る 17 年６月 29 日に係る標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務



                      

  

を履行していないと認められる。 

  

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 17 年６月 29 日に係る標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額と

ならない記録とされているが、申立人は、17 年６月 29 日に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立人の 17 年６月 29 日の標準賞与額に係る記録

を 150 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

                    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年６月 29 日 

    Ａ株式会社から平成 17 年６月 29 日に一時金（賞与）を支給され、当

該一時金から厚生年金保険料を控除されているにもかかわらず、17 年

６月 29 日に係る厚生年金保険の被保険者記録が反映されていないため、

17 年６月 29 日の 150 万円について認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社における平成 17 年６月 29 日に支給された賞与に係る支給明

細書から、申立人は、150 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、健康保険厚生年金保険被保険者支払届の控えの記録から、当該保

険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 23 年２月 15 日に、事

業主が申立てに係る賞与支払届の提出が漏れていたとして、申立てに係る

賞与支払届を提出したことが確認できることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る 17 年６月 29 日に係る標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務



                      

  

を履行していないと認められる。 

  

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5504 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成３年 11 月、同年 12 月及び４年４月は 22 万円に訂正することが

必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

                 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11 月１日から４年７月１日まで 

「ねんきん定期便」を見たら、平成３年 11 月から４年６月までの標

準報酬月額が 20 万円になっていた。給与明細書では 22 万円の標準報酬

月額に見合う厚生年金保険料が控除されているので、保険料控除額に見

合う標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の標準報酬月額のそれぞれに見合

う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

 

２ したがって、申立期間のうち、平成３年 11 月、同年 12 月及び４年４

月に係る標準報酬月額については、源泉徴収簿兼賃金台帳及び給与支払

明細書において確認できる保険料控除額から、22 万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義 



                      

  

 務の履行については、事業主は不明としており、このほかこれを確認

できる関連資料、周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与支払明細書等で確認できる厚生年金保険料控除額に見合

う報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことか

ら、行ったとは認められない。 

 

３ 一方、申立期間のうち、平成４年１月から同年３月までの期間及び同

年５月から同年６月までの期間については、上述の源泉徴収簿兼賃金台

帳及び給与支払明細書から確認できる厚生年金保険料額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録で確認できる標準報酬月額を上回っているも

のの、報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録で確認できる

標準報酬月額を上回らないことから、当該期間については、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

 

   



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5505 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間のうち、平成８年 10 月１日から 11 年 10 月１日までの期間に

ついて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、当該期

間の標準報酬月額に係る記録を８年 10 月から９年９月までは 17 万円、９

年 10 月から 10 年９月までは 18 万円、10 年 10 月から 11 年９月までは 19

万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 11 年 10 月１日から 12 年 10 月１日までの

期間に係る標準報酬月額の記録については、18 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、平成 11 年 10 月から 12 年９月までの期間の上記訂正

後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10 月１日から 12 年 10 月１日まで 

    株式会社Ａ（以下「同事業所」という。）では、伝票整理などの事務

をしていたが、経理や社会保険関係の事務には携わっていなかった。社

会保険事務所から送られてきた記録では、平成８年 10 月から 12 年９月

までの標準報酬月額が９万 8,000 円となっているが、当時の給与と比べ

て標準報酬月額が低いので当該期間の標準報酬月額に係る記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成８年 10 月から９年９月までの期間、９年 10 月

から 10 年９月までの期間及び 10 年 10 月から 11 年９月までの期間の標

準報酬月額については、オンライン記録によると、当初、17 万円、18

万円及び 19 万円と記録されていた。 



                      

  

しかしながら、オンライン記録では、平成 10 年 10 月 29 日付けで、

申立人を含む 14 人の標準報酬月額の記録が遡及して引き下げられてお

り、申立人の標準報酬月額は、９万 8,000 円に記録訂正されていること

が確認できる。 

また、事業主は、「その当時は経営不振で資金繰りに苦労しており、

厚生年金保険料の滞納はあった。また、社会保険事務所から呼び出され

て会計士と一緒に行き、保険料を払えないから辞めたいと言った。」と

供述しているところ、同行した会計士は、「私は、同事業所の経理税務

関係事務処理及び相談業務を行っていたが、社会保険関係の手続等は行

っていない。事業主が社会保険事務所から呼び出されたので一緒に行き、

その時に社会保険事務所から遡及訂正の提案があり同意した。」と証言

している。 

これらを総合的に判断すると、平成 10 年 10 月 29 日付けで行われた

遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行っ

た当該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったと

は認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている平成８年

10 月から 11 年９月までの期間に係る標準報酬月額は、事業主が当初届

け出た、８年 10 月から９年９月までは 17 万円、９年 10 月から 10 年９

月までは 18 万円、10 年 10 月から 11 年９月までは 19 万円に訂正する

ことが必要であると認められる。 

なお、当該遡及訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成 11

年 10 月１日）で９万 8,000 円と記録されているところ、当該処理につ

いては遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、

社会保険事務所の処理が不合理であったとは言えない。 

 

２ 申立人は、申立期間のうち、平成 11 年 10 月から 12 年９月までの期

間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、当該期間の標準報

酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる厚生年金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標

準報酬月額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

申立人が保管する同事業所の給料支払明細書及び事業主から提出され

た所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人は、当該期間において標準

報酬月額（18 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが確認できる。 



                      

  

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給料

支払明細書及び所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、18 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主は、「経営不振で資金繰りに苦労しており、

厚生年金保険料の滞納はあったが、給料支払明細書どおり届け出た。低

額の報酬月額で届出を行っていない。」と供述しており、また、会計士

も低額での届出については、「知らない。」と証言しているが、これを

確認できる関連資料等が無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給料支払明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う

報酬月額の届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行った

とは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5506 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 17 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月 12 日から同年 12 月 29 日まで 

ねんきん定期便によると、有限会社Ａに勤務していた申立期間の標準

報酬月額が６万 4,000 円、保険料が 2,336 円と記録されているが、実際

の報酬月額は 17 万円、控除された保険料は 6,205 円であるので、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、６

万 4,000 円とされているが、申立人提出の給与明細書から、申立人は、申

立期間において、その主張する標準報酬月額（17 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当時の資料等を保管していないことなどから不明としているが、

給与明細書において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会

保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が、申立期間の全期間

にわたって一致しておらず、健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及

び報酬月額算定基礎届のいずれの機会においても、社会保険事務所が誤っ

て記録するとは考えられないことから、事業主は、社会保険事務所に記録

どおりの報酬月額として届け、その結果、社会保険事務所は、当該標準報

酬月額に見合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除



                      

  

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、昭

和49年３月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和48年12月から49年２月までの標準報酬月額については９万

2,000円とすることが妥当である。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 12 月 31 日から 49 年３月１日まで 

        Ａ株式会社に昭和 49 年２月 28 日まで勤務したが、厚生年金保険料が

控除されていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記

録が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及び申立人が勤務していたＡ株式会社Ｂ部

に係る複数の同僚の供述から、申立人が、昭和 49 年２月 28 日まで同社に

継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿からＡ株式会社は、昭和

49 年２月 28 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることが確認

できるところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立

人の資格喪失日の記録は、その約１か月後の同年３月 25 日付けで、48 年

12 月 31 日に遡及して訂正されており、申立人のほかに 152 人が同様の処

理がされていることが確認できることから、49 年２月 28 日において、同

社が適用事業所としての要件を満たしていたと認められ、社会保険事務所

（当時）において、当該適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的

な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該処理は有効なものとは認められず、

申立人の当該事業所における被保険者資格の喪失日を昭和 49 年３月１日



                      

  

に訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の昭和 48 年 11 月の記録から、

９万 2,000 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5510 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者の資格の喪失日は、

平成６年９月７日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成６年５月から同年８月までの標準報酬月額については 36 万

円とすることが妥当である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年５月 31 日から同年 10 月８日まで 

    Ａ株式会社に勤務した期間のうち、平成６年５月 31 日から同年 10 月

８日までの厚生年金保険の被保険者記録が無い。当時使用していた手

帳のメモ書きには同社退職日は同年 10 月８日との記載があり、同日ま

で勤務していたと思われる。当該期間を厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 雇用保険の記録から、申立人が平成６年９月 25 日までＡ株式会社に

継続して勤務していたことが認められる。 

また、オンライン記録では、同社は、平成６年９月７日付けで、同年

８月 17 日に処理された算定基礎届が取り消され、同年５月 31 日に遡及

して適用事業所でなくなった年月日の訂正処理がなされていることが確

認できる上、申立人を含む 26 人について６年９月７日付けの届出で、

同年５月 31 日に遡及して資格喪失の処理がされていることが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間について社会保険事

務所が、平成６年５月 31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的理

由が無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものと認められないことか

ら、申立人の資格喪失日は、当該処理が行われた６年９月７日に訂正す

ることが必要である。 



                      

  

    なお、平成６年５月から同年８月までの期間の標準報酬月額について

は、６年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、36 万円とするこ

とが妥当である。 

   

２ 申立人の申立期間のうち、平成６年９月７日から同年 10 月８日まで

の期間について、申立人は、当該期間において厚生年金保険の被保険者

であったと主張している。 

しかしながら、申立人の提出した平成６年８月分及び９月分の給与明

細書において、厚生年金保険料の控除が無いことが確認できる上、雇用

保険の記録における離職日が申立人と同じ６年９月 25 日である同僚は、

「６年９月 25 日付けで会社の銀行取引停止処分を事由とする退職願を

提出し、その前後に事業主からアルバイトとしての勤務を依頼され

た。」と供述している。 

また、Ａ株式会社は平成６年９月７日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主は既に亡くなっている上、同社は既に解

散していることから、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除につ

いて確認することはできなかった。 

このほか、申立期間のうち、平成６年９月７日から同年 10 月８日ま

での期間について、申立内容に係る事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち平成６年９月７

日から同年 10 月８日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

       

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5512 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（Ｂ部）にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 45 年３月 31 日に訂正し、当該期間にお

ける標準報酬月額に係る記録を 10 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年３月 31 日から同年４月１日まで 

申立期間にＡ株式会社Ｃ工場から同社Ｂ部へ異動したが、厚生年金保

険の記録が欠落しているので訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社に係る申立人の雇用保険被保険者記録、同社提出の本社通達

及び同僚の供述により、申立人がＡ株式会社Ｃ工場及び同社Ｂ部に継続し

て勤務し（昭和 45 年３月 31 日にＡ株式会社Ｃ工場から同社Ｂ部に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ部に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 45 年４月の記録から、10 万円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料の納付義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4211 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年５月から４年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 46 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成３年５月から４年３月まで 

申立期間について、私が 20 歳になった際に、納付書が送付されて来

たが、当時私は学生であったため収入が無く国民年金保険料を納付でき

なかったので、Ａ市役所に行き同市の職員に、「収入が無いので納付が

できない。」ことを口頭で伝えて了解された。その後は国民年金保険料

の納付書が届かなくなり、免除申請されたものと思っていた。申立期間

が未納となっており、免除期間となっていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、国民年金保険料を納付できなかったので、

Ａ市役所の職員に、「収入が無いので納付ができない。」旨を口頭で伝え

て了解され、免除申請されたものと思って免除申請の書類は提出しなかっ

たものであり、申立期間は免除されているはずとしている。しかしながら、

国民年金保険料の納付が困難な場合は免除申請手続が必要であり、Ａ市役

所では口頭での免除申請は受け付けていないとしていることから、申立人

の申述は当時の取扱いと一致しない。 

また、申立人が申立期間について免除の承認を受けたこと、及び免除

申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4212 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年 11 月から２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 11 月から２年３月まで 

申立期間について、私は、親から国民年金保険料を納付するよう注意

をされていたので、忘れずに保険料を納付した。申立期間の国民年金保

険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、その親から国民年金保険料を納付するよ

う注意をされていたので、忘れずに保険料を納付したとしているが、申立

人から国民年金への加入手続、加入時期、加入場所及び保険料額等の保険

料納付に関する具体的な申述が得られず、申立人と当時同居していたほか

の家族は保険料の納付に関与していなかったとしていることから、これら

の状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は、Ａ共済の年金記号番号が付番されてお

り、申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、制度上、申立期間は保

険料を納付することができない期間である上、当委員会においてオンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年３月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年３月から 61 年３月まで 

        申立期間については、昭和 60 年３月頃、私がそれまで勤務していた

会社を退職した際に、母が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納となっていること

に納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、昭和 60 年３月頃に、それまで勤務して

いた会社を退職し、その母が申立人の国民年金の加入手続と国民年金保険

料の納付をしてくれていたとしている。しかしながら、申立人の国民年金

の加入手続及び保険料納付を行ったとするその母は、既に他界しており、

証言を得ることができず、申立人はこれらに直接関与していない上、その

兄からも具体的な証言が得られなかったことから、これらの状況が不明で

ある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から昭和 61 年４月頃に払い出されたと推認され、その時点で

は、申立期間は遡って保険料を納付することが可能な期間であるが、Ａ市

の国民年金被保険者名簿には「納付は 61 年４月より希望」との記載が確

認できることから、61 年４月から保険料納付を開始したものと推認され

る。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4216 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年５月、同年 12 月及び平成６年９月から同年 11 月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏  名   ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住  所    ：  

                        

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間：  ① 昭和 63 年５月 

             ② 昭和 63 年 12 月 

             ③ 平成６年９月から同年 11 月まで 

私は、何度か勤務先を変えているが会社を辞めた時には自分で国民年

金の資格取得届及び資格喪失届を適切に行ったと思う。申立期間が未納

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を辞めた時には国民年金の資格取得届及び喪失届を適切

に行ったと主張しているが、加入手続を行った場所及び保険料額を具体的

に覚えておらず、国民年金の加入手続及び保険料納付をした覚えは無いと

するなど申述内容に齟齬
そ ご

がある。 

また、オンライン記録により「昭和 63 年５月 21 日資格取得、同年６月

１日資格喪失」、及び「63 年 12 月 30 日資格取得、64 年１月４日資格喪

失」の記録が平成３年 12 月 12 日に追加されていること、及び「平成６年

９月１日資格取得、同年 12 月 26 日資格喪失」の記録が 15 年２月 10 日に

追加されていることが確認でき、申立期間は記録追加されるまでは国民年

金の未加入期間であり、記録を追加された時点では時効により保険料を納

付できない期間であると推認される。 

さらに、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①、

②及び③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付してい

たものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4217 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 14 年４月から 17 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年４月から 17 年３月まで 

私は、平成 11 年３月に自営業の家に嫁ぎ、その時に夫と一緒に市役

所へ行き、国民年金の加入手続及び免除申請を行った。最近、ねんきん

特別便が届き 14 年４月から３年間が未納となっていることに気づいた。

当時から自営業の収入は少なく、私が毎年免除申請をしていたはずであ

る。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について国民年金保険料の全額免除申請を毎年提出

していたとしているが、Ａ社会保険事務所（当時）から平成 14 年８月 28

日付けの国民年金保険料免除申請却下通知書及び「国民年金保険料の納付

及び半額免除該当についてのお知らせ」が申立人に対し送付されているこ

とから、申立人の 14 年度の免除申請書は提出されたものの却下されたと

推認される。 

また、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管理

業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式

文字読取機による入力など、事務処理の機械化が図られた上、平成９年１

月に基礎年金番号制度が導入されており、記録漏れや記録誤り等の生じる

可能性は極めて低くなっていることや申立人のオンライン記録の免除申請

年月日欄には、申立期間に該当する年月日だけが無いことから、申立人が

15 年度及び 16 年度に免除申請を行ったとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間について免除の承認を受けたこと、及び免除

申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受け

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4219 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 12 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 51 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料は、母に勧められて国民年金に加入して、

母からもらったお金でＡ区の郵便局で納付したはずである。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、その母に勧められて国民年金に加入して

その母からもらったお金でＡ区の郵便局で保険料を納付したと申述してい

るが、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関する記憶が明確

でなく、これらの状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から昭和 53 年５月頃に払い出されたと推認され、その時

点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当委

員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立人の所持する年金手帳の「初めて被保険者とな

った日」の欄に「昭和 44 年 12 月 31 日」と記載されていることをもって、

当該日に国民年金の加入手続を行ったとしているが、この「初めて被保険

者となった日」は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日を遡

及して記載するものであることから、加入日を特定するものではない。 

 加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5468 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 40 年３月１日から同年７月１日まで 

    昭和 40 年３月１日から同年６月 30 日までＡ市にあったＢ株式会社に

勤務したが、厚生年金保険の加入記録を確認したところ、同社における

被保険者記録が無いことが分かったので、申立期間を被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の申立期間当時の事業主及び複数の同僚の供述から、期間の

特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立期間において、同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票では申立人の氏名は確認できない上、健康保険の整理番号に欠

番も無い。 

また、当時の事業主は、「申立期間当時は、入社後３か月程度の試用期

間があって、試用期間中は厚生年金保険料を控除していなかった。」と回

答している上、申立人と同じ職種であった同僚の一人は、「自分も昭和

39 年４月頃に入社したが、当時、３、４か月間は試用期間があって、試

用期間中は厚生年金保険料を控除されていなかった。」と供述しているこ

とから、同社では、従業員が入社後一定期間経過後に厚生年金保険の資格

を取得させる取扱いを行っており、試用期間中は保険料を控除していなか

ったことがうかがえる。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5475 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年１月 10 日から 43 年７月１日まで 

    Ａ株式会社を退職する際に経理担当者から一時金の説明を受け、一時

金を請求する意思を伝えたが、自分は退職直後に夫の転勤に伴い、Ｂ

市に転居しており、脱退手当金を受給した記憶は無い。調査と記録の

訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の

請求書類として提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給し

た旨の「脱」表示をすることとされているところ、申立人が現在も所持し

ている申立期間に係る厚生年金保険被保険者証（厚生年金保険被保険者台

帳記号番号：＊）に当該表示が確認できることを踏まえると、申立人の意

思に基づかないで脱退手当金が請求されたものとは認め難い。 

また、申立人の申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭

和 43 年８月 15 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5476 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月 25 日から 50 年５月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、私が脱退手当金を受け取ったこととな

っているが、私の銀行口座にそのようなものが振り込まれた形跡は無い。

Ａ株式会社を一度辞めたのは、オイルショックに伴う一時帰休が原因で

ある。再入社するのに脱退手当金を請求するはずもないので、この記録

はおかしな記録であると思う。脱退手当金と思われるお金が振り込まれ

ていないにもかかわらず、受け取ったとされることに、納得がいかない。

調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金裁定請求書及び添付された退職所得申告書等

の書類には、申立人の署名押印がある上、通算老齢年金制度を承知の上で

脱退手当金を請求する意思表示をしていることが確認できることから、申

立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられる。 

また、Ａ株式会社に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票には、脱退

手当金が支給されたことを意味する表示が記されているとともに、申立期

間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 50 年８月 22 日に支給決

定されていること、申立人が保有する申立期間に係る厚生年金保険被保険

者証に脱退手当金の請求を行ったことを示す「脱」の押印があることから、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案5477 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年９月１日から38年10月１日まで 

           ② 昭和40年10月５日から41年12月21日まで 

社会保険事務所（当時）の説明によれば、申立期間について脱退手当

金を受け取っており、老齢年金は支給されないとのことであったが、私

は老後に年金を受け取るつもりであったので、脱退手当金を請求し、受

け取るはずが無い。また、Ａ株式会社を退職して約13か月後である昭和

43年１月24日に当該手当金の支給決定がされたとのことであるが、同年

＊月＊日に出産しており、社会保険事務所にも行けないし、同社とも連

絡を取ってはいない。 

第三者委員会で調査の上、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において脱退手当

金の支給記録が確認できる同僚二人は、「退職時に会社の担当者から、脱

退手当金について説明があり、手続をお願いした。」としている上、当該

支給記録の無い同僚一人は、「退職時に、脱退手当金の請求等に関する書

類を渡され、自分で社会保険事務所に行って手続をするように言われたが、

退職後当該書類を紛失してしまい、手続に行くことができなかった。」と

供述していることから、同社において、退職手続の一環として代理請求が

行われていたものと考えられる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人がＡ株式会社に

おいて取得した厚生年金保険被保険者記号番号は、厚生年金保険の資格を

喪失する直前である昭和41年12月12日に重複取消が行われていることが確

認できることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて重複取消が行われ



  

たものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る

脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案5478 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年８月１日から40年４月27日まで 

日本年金機構の記録によれば、申立期間については、昭和40年５月に

１万2,000円の脱退手当金を受け取っているとのことであるが、全く記

憶に無い。 

第三者委員会で調査の上、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ有限会社に勤務し、厚生年金保険被保険者であった母親

（昭和32年２月１日に同被保険者の資格を喪失。）が、「退職時に、Ａ有

限会社から脱退手当金の説明があり、約8,000円（オンライン記録によれ

ば、7,872円である。）を受け取った。」と話しているのを聞いた記憶が

あると供述している上、オンライン記録から、昭和33年２月１日から50年

５月23日までの間に資格を喪失し、かつ、脱退手当金の受給権のある同僚

が21人確認できるところ、そのうち脱退手当金の受給記録のある同僚は、

申立人を含め12人確認でき、そのうちの10人は６か月以内に支給決定がな

されていることを踏まえると、同社において、退職手続の一環として代理

請求が行われていたものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者原票に、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されていることが確認できるとともに、申立期間に

係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い上、厚生年金保険被保険者

資格喪失日から16日後の昭和40年５月13日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5481 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年３月 24 日から 43 年 12 月 30 日まで 

国（厚生労働省）の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給され

たことになっているが、当該脱退手当金は請求しておらず、受給もして

いないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示があるとともに、脱退手当金の支給額に計算上

の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年８月 22 日から 36 年７月３日まで 

 日本年金機構からのはがきで、株式会社Ａに勤務していた期間が、厚

生年金保険の脱退手当金の支給済期間となっているが、受給した記憶が

無いので調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給さ

れていることを意味する表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

   また、申立人に聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5484（事案 2900 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月７日から 51 年７月７日まで 

    昭和 48 年７月７日に株式会社ＡにＢ部Ｃ見習として入社し、62 年 10

月５日まで勤務したが、オンライン記録では申立期間が厚生年金保険被

保険者となっていない。被保険者資格の取得日となっている 51 年７月

７日は、グループ会社である株式会社Ｄへ異動した日であり、申立期間

も厚生年金保険料が控除されていたと思うので厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、雇用保険の資格取得日と同日に取得しているほか、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び供述を得ることができず、事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていたことを認めることはできないとして、既に当委員会の決定

に基づく平成 22 年４月 15 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

   今回、申立人から、再度、申立期間についての申立てが行われたが、当

委員会において追加実施した同僚調査の結果においても、申立人が申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確

認することはできず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5485 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月から 57 年１月まで 

昭和 55 年 10 月から 57 年１月まで株式会社ＡのＢに所属し勤務して

いたにもかかわらず、厚生年金保険の記録が確認できないため、当該期

間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の供述から、期間の特定はできないものの、申立人が株式会社Ａ

に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業主は、当時の資料が無いため申立人の勤務実態及び

厚生年金保険の加入実態について確認することができないとしている上、

複数の元同僚に照会したが、申立人の厚生年金保険の加入及び給与からの

事業主による保険料の控除をうかがわせるような資料及び供述を得ること

はできなかった。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人の氏名は確認できない上、申立期間及びその前後の期間に欠番は見当た

らない。 

さらに、申立期間における申立人の株式会社Ａに係る雇用保険の被保険

者記録は確認できなかった。 

このほか、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人の申立期間にお

ける厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事



  

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5487 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21 年８月１日から 24 年４月１日まで 

昭和 21 年８月１日に兄の友人の紹介でＡ内にあったＢの所轄局に就

職し 24 年６月までＣの保守管理及び電機設備管理等で勤務していた。

厚生年金保険被保険者記録が無いのは納得できない。調査して厚生年金

保険被保険者記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間においてＡ内にあったＢ局においてＣの保守管理及

び電機設備管理等で勤務していたとしている。 

しかしながら、同僚等の具体的な証言が得られないことから、申立人の

申立期間に係る勤務実態について、確認することができない上、Ｄの厚生

年金保険適用開始日は昭和 24 年４月１日でありＢ局は申立期間のうち同

年３月 31 日以前の期間について、適用事業所とはなっていない。 

また、Ｂ局を引き継いだＥ局は、申立人に係る厚生年金保険の加入記録

は見当たらないと回答している。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）では、申立期間

におけるＢ局に係る加入記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年７月１日から 13 年３月 16 日まで 

昭和 57 年１月 27 日から平成 13 年３月 15 日までの間、Ａ株式会社

に継続して勤務し、この間、給与から厚生年金保険料を控除されてい

たが、申立期間の標準報酬月額は当時の給与支給額と異なり、引き下

げられているので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録は、当

時の給与支給額とは異なり、減額された記録となっていると申し立ててい

る。 

   しかしながら、申立人に係るＢ基金及びＣ組合の標準報酬月額とオンラ

イン記録は合致していることが確認できる。 

また、申立期間当時に被保険者記録がある複数の元同僚は、「事業所の

労働協約書では、60 歳の定年後は再雇用期間となり、給与は減額される

という雇用条件が示されていた。自分の標準報酬月額の記録に問題は無

い。」と供述しており、60 歳定年以降も勤務していたことが確認できる

申立人を含む社員の標準報酬月額の記録は、全員が 60 歳以降減額となっ

ている。 

   さらに、Ａ株式会社は平成 15 年５月＊日に解散している上、当時の事

業主は既に他界していることから、厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

加えて、申立人が申立期間において、事業主により給与から申立人が主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を控除されていたことを確認



  

できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5493 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34 年 12 月１日から 35 年４月１日まで 

    昭和 33 年秋季にＡ株式会社に入社し、45 年４月まで継続して勤務し

ていたが、ねんきん特別便では 35 年４月１日からとなっているので、

申立期間について厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ株式会社が保管している労働者名簿の雇入年月日及び雇用保険の加入

記録から、申立人は、昭和 34 年 12 月１日に同社へ入社したことが確認で

きる。 

しかしながら、前述の労働者名簿から、申立人と同じく昭和 34 年 12 月

１日に入社したことが確認できる９人全員が、オンライン記録及び同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人と同じく 35 年

４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している記録となっている。 

また、複数の同僚から、同社では５か月程度の試用期間があったとの供

述が得られた。 

さらに、同社事業主は、「当時の給与関係書類を確認できず、申立人の

申立期間に係る給与からの厚生年金保険料の控除は、不明である。申立期

間当時の社会保険事務担当者は死亡しており、確認できない。」と供述し

ている上、申立人が厚生年金保険料を給与から控除されたことを確認でき

る給与明細書等も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を



  

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年 10 月から 36 年４月まで 

           ② 昭和 38 年５月 20 日から同年 10 月まで 

           ③ 昭和 40 年４月から同年 10 月１日まで 

           ④ 昭和 41 年３月 16 日から同年６月 10 日まで 

  私は、申立期間①はＡ社に、申立期間②は株式会社Ｂに、申立期間③

は株式会社Ｃに、申立期間④はＤ株式会社に勤務しそれぞれ厚生年金保

険料を給与から控除されていた記憶がある。申立期間について厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が同時期に入社したとする同僚は、オン

ライン記録ではＡ社での被保険者期間は見当たらない上、所在が確認で

きないことから、申立人の当該期間に係る勤務実態について、確認する

ことができない。 

    また、Ａ社は、同社を管轄する法務局に商業登記簿の保管は無く、オ

ンライン記録では、「Ｅ地」、「Ａ社」という名称の事業所は、１事業

所（Ｆ所）が確認できるところ、Ｇ事務センターによると、同社は申立

期間①前の昭和 24 年６月 20 日に適用事業所でなくなったと推察される

としている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の事業主

氏名欄に記載されている人物は所在が確認できない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、株式会社Ｂでは通称を使っていたこ

とがあるとしているところ、当該期間に被保険者期間が確認できる任意

で選んだ同僚７人に照会したところ、５人から回答があり、うち一人か



  

ら「申立人が勤務した期間については不明だが、申立人が通称を使い同

社に勤務していたことがある。」と供述していることから、期間の特定

はできないものの、同社に勤務していたことがうかがえる。 

    しかしながら、適用事業所名簿によると、株式会社Ｂは昭和 63 年１

月 30 日に適用事業所ではなくなっている上、商業登記簿謄本によると、

62 年 12 月＊日に解散しており、同謄本に登記されている代表取締役は

所在が不明であり、清算人は「株式会社Ｂは 63 年に会社がなくなって

おり、書類等は残っていない。」としていることから、申立人の申立期

間②に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認をすること

ができない。 

    また、申立人が同時期に入社したとする同僚は、株式会社Ｂに係る健

康保険厚生年金保険被保険者原票に氏名が見当たらず、オンライン記録

においても同社の被保険者期間は見当たらない上、当該同僚に確認した

ところ、同社での被保険者期間について「社会保険事務所（当時）で調

べてもらったが実名でも当時使用していた通称でも無いと言われた。」

としている。 

    さらに、同僚照会から株式会社Ｂの社会保険等事務担当者名を確認で

きたところ、当該担当者は既に亡くなっていることから、申立期間②当

時の事務手続状況及び申立人の主張について確認することができない。 

加えて、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したところ、申立人の氏名（通称を含む）は無く、健康保険の番号に欠

番は見当たらない。 

 

  ３ 申立期間③について、申立人は、昭和 40 年４月から 40 年 11 月 20 日

まで勤務していたとしているが、オンライン記録では 40 年 10 月１日か

ら同年 11 月 21 日までの厚生年金保険被保険者期間となっているところ、

雇用保険記録によると、申立人の株式会社Ｃでの資格取得日は、同社に

係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載されている資格

取得日と同日である上、事業主及び同僚から申立人の当該期間に係る勤

務について供述を得ることができないことから、申立人の当該期間に係

る勤務実態について、確認することができない。 

また、適用事業所名簿によると、株式会社Ｃは昭和 54 年 11 月 30 日

に適用事業所ではなくなっている上、商業登記簿謄本によると、55 年

12 月＊日に解散しており、同謄本に登記されている代表取締役の子息

は「代表取締役は既に亡くなっており、当時の資料は無い。」としてい

る。 

さらに、申立人が同時期に入社したとする同僚の資格取得日は、同社

に係る当該同僚の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人



  

と同日（昭和 40 年 10 月１日）である。 

    加えて、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の資格取得年月日

は同原票と同日であり、取得年月日に訂正は見られない。 

 

  ４ 申立期間④について、Ｄ株式会社において申立人が同僚だったとする

二人（一人は名字だけ記憶している）は、オンライン記録では見当たら

ない上、当該期間に被保険者期間が確認できる任意で選んだ同僚 10 人

に照会し、うち６人から回答があったが、全員が「申立人が勤務してい

たことを覚えていない。」としていることから、申立人の主張を裏付け

る供述を得ることができない。 

    また、同僚照会で回答のあった二人は「申立人が申立期間に勤務して

いたとすれば会社倒産間際に当たり会社が資金繰りに苦しく未加入だっ

たのではないかと思う。」、「自分がタイムカードや出勤簿を管理して

いたので従業員の名前は結構覚えているのだが、申立人の名前は無かっ

た。」と供述している。 

    さらに、適用事業所名簿によると、Ｄ株式会社は昭和 41 年 12 月 15

日に適用事業所ではなくなっている上、商業登記簿謄本によると、42

年４月＊日に解散しており、同謄本に登記されている代表取締役及び取

締役等は所在が不明であることから、申立人の申立期間④に係る勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について確認をすることができない。 

    加えて、Ｄ株式会社に係る事業所別被保険者名簿での最後に資格を取

得した同僚の取得日は昭和 40 年 10 月１日と確認でき、同日以降の資格

取得者は見当たらない。 

 

５ このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 5495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年８月 19 日から 45 年８月 12 日まで 

             ② 昭和 45 年９月１日から 47 年９月 21 日まで 

    平成 19 年に社会保険事務所（当時）に相談に行ったところ、脱退手

当金が支払われていると告げられた。請求した覚えは無いので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間②に勤務していた株式会社Ａに係る複数の同僚は、事

業所による脱退手当金の説明を受けたとしている上、脱退手当金を受給し

たとしている同僚もいることを踏まえると、申立人についても事業主によ

る代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿の申立人欄には、脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の

脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 47 年 12 月７日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案5496 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年９月12日から37年12月29日まで 

私がＡ有限会社（以下「Ａ」という。）に勤務していた期間の厚生年金

保険料が、昭和38年２月28日に脱退手当金として支給されたことになって

いるが、この脱退手当金を受給した記憶は無い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金については、Ａに係る健康保険厚生年金被保

険者名簿の申立人の欄に、脱退手当金の支給を表す「脱」の表示がされて

いるとともに、支給金額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格喪失日から２か月後の昭和38年２月28日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａに係る上記名簿から申立人の資格喪失の前後２年間（昭和36年

から40年末まで）に当該事業所で資格を喪失し、脱退手当金の受給資格の

ある者は申立人を含め11人確認できるが、全員について脱退手当金が支給

された記録となっているとともに、複数の同僚が、「脱退手当金の請求手

続を会社にしてもらった。」と供述している上、同日に厚生年金保険被保

険者資格を喪失した複数の同僚の脱退手当金の支給決定日が同日となって

いることから、事業主による代理請求がなされていたものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5497 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年５月２日から 38 年４月 23 日まで 

             ② 昭和 38 年４月 18 日から 42 年２月１日まで 

    平成９年５月頃に社会保険事務所（当時）で、自分の厚生年金保険被

保険者記録を調べてもらったところ、Ａ会とＢ株式会社に勤務していた

期間は脱退手当金を受給したことになっていたが、受給した記憶が無い。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人が申立期間②に勤務していたＢ株式会社に係る同僚は、「退職予

定者に脱退手当金請求書を渡し、必要事項を記載してもらった当該請求書

を社会保険事務所に持って行った。」と供述している上、複数の同僚につ

いても、「事前に会社の担当者から脱退手当金の受給の有無について聞か

れたので受給することを承諾したら、退職時に脱退手当金を受け取っ

た。」と供述していることを踏まえると、申立人についても事業主による

代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の

支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人に係る厚生年金保険被保

険者資格喪失日から３か月後の昭和 42 年４月 28 日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年 12 月 28 日から 54 年１月１日まで 

Ａ機関の資格喪失日と記録されている昭和 53 年 12 月 28 日は仕事納

めの日であり、退職日は同年 12 月 31 日である。事務担当者に昭和 53

年 12 月は厚生年金でいいと確認して、54 年１月から国民年金の加入手

続をしたものであり、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、勤務していたＡ機関の資格喪失日と記録されている昭和 53

年 12 月 28 日は仕事納めの日であり、退職日は同年 12 月 31 日であるので、

Ａ機関の資格喪失日は 54 年１月１日であると主張している。 

しかしながら、Ａ機関が提出した労働者名簿から、申立人の退職日は昭

和 53 年 12 月 29 日であることが確認でき、申立期間に係る勤務実態につ

いて、確認することができないほか、Ａ機関は「保険料控除方法は翌月控

除方式だった。給与台帳や社会保険関係書類は処分済みであり、当時の給

与締切日、支払日は確認できず、申立人の保険料を控除したかは不明。」

と回答している。 

また、申立人は、退職時に昭和 53 年 12 月が厚生年金保険被保険者であ

ることを確認したとしているが、退職の際にＡ機関から受け取った最後の

給与及び保険料控除については記憶が無い。 

さらに、申立人に係る雇用保険の記録は、離職日が昭和 53 年 12 月 28

日と記録されているうえ、申立人と同時期に資格喪失した職員で、資格喪

失日が月末又は給与締切日の 20 日である者４人に係る雇用保険の記録は、

資格喪失日と離職日が同一日であることが確認できることから、当該同僚



  

に退職日及び資格喪失日について照会したものの、不備等をうかがわせる

証言等は得られなかった。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5507 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、厚生年金保険の標準報

酬月額に係る記録訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年２月１日から 12 年２月１日まで 

    Ａ株式会社における申立期間の標準報酬月額が、実際の給料より低い

標準報酬月額に訂正されているので、訂正前の標準報酬月額にしてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録では、申立人が代表取締役を務めていたＡ株式会社は、

平成 12 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているとこ

ろ、申立人の標準報酬月額は、同日直前の同年１月 26 日付けで、６年 10

月から 11 年 10 月までの定時決定及び７年 12 月及び 10 年８月の随時改定

を取り消した上で、６年２月から同年 10 月までの期間を 53 万円から９万

2,000 円に、同年 11 月から 10 年７月までの期間を 59 万円から９万 2,000

円に、同年８月から 12 年１月までの期間を 50 万円から９万 2,000 円に遡

って訂正されていることが確認できるとともに、申立人のほか、元役員に

ついても同様に遡及訂正されていることが確認できる。 

また、平成６年度から 11 年度までのＡ株式会社に係る滞納処分票によ

ると、同社の社会保険料滞納についての記載が確認できる。 

しかし、商業登記簿によれば、申立人は申立期間当時、Ａ株式会社の

代表取締役であることが確認できるところ、当該滞納処分票には、申立

人が社会保険事務所（当時）に小切手を持参した旨の記載があること、

また、申立人の妻である同社の元取締役は、同社が社会保険料を滞納し

ていたため、社会保険事務所の担当者から、過去に遡って標準報酬月額

を下げるよう指示されたと供述していることから、申立人が同社代表取



  

締役として、申立期間に係る標準報酬月額の減額訂正について全く関与

していなかったとは考え難く、申立人は、申立期間当時、同社代表取締役

として、当該標準報酬月額の減額処理について一定の責任を有していたと認

められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は、Ａ株式会社の代表取締役として、自らの標準報酬月額の

減額処理に職務上関与しながら、その処理が有効なものではないと主張

することは信義則上許されず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の

記録を訂正する必要は認められない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5508 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年 10 月頃から 49 年４月１日まで 

② 昭和 54 年 10 月から 57 年８月 20 日まで 

    申立期間①はＡ株式会社に勤務し、給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたと思う。また、申立期間②はＢ株式会社に勤務していたと思う

ので、両申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録（事業所名不明）から、

申立人が当該期間の一部について、Ａ株式会社に勤務していたことがう

かがえる。 

  しかしながら、適用事業所名簿によれば、Ａ株式会社は、昭和 48 年

12 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①の一

部は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、商業登記簿によれば、Ａ株式会社は既に解散し、同社に係る事

業所別被保険者名簿に記載された二人の事業主のうち一人は既に他界し

ており、一人は所在不明であることから、申立人の勤務期間及び厚生年

金保険料の控除について供述を得ることはできない上、同僚からも、申

立人の勤務期間及び厚生年金保険料の控除について供述を得られない。 

さらに、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿に記載された申立人

の同社における資格取得日及び資格喪失日は、オンライン記録と一致し

ており、同名簿において申立期間①に被保険者資格を取得した者の中に

は、申立人の氏名は確認できない。 

加えて、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給



  

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録から、申立人が当該期

間の一部について、Ｂ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ｂ株式会社では、申立人の当時の勤務実態を確認でき

る労働者名簿等の資料及び当時の厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料（賃金台帳等）は無いとしており、申立人の勤務期間及び保険料

控除について供述を得られない上、同僚からも、申立人の勤務期間及び

厚生年金保険料の控除について供述を得られない。 

また、Ｂ株式会社が加入しているＣ基金における申立人の資格取得日

は、昭和 57 年８月 20 日であり、厚生年金保険の資格取得日と一致して

いる。 

さらに、Ｂ株式会社に係る事業所別被保険者名簿に記載された申立人

の同社における資格取得日及び資格喪失日は、オンライン記録と一致し

ており、同名簿において申立期間②に被保険者資格を取得した者の中に

は、申立人の氏名は確認できない。 

加えて、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間②の一部であ

る昭和 54 年 10 月から 56 年６月までの期間について国民年金保険料を

納付していることが確認できる上、申立人が申立期間②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明

細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から 12 年８月１日まで 

年金事務所の記録では、自分が有限会社Ａに勤務した期間のうち、申

立期間の標準報酬月額が 20 万円となっているが、当該期間の給与は 30

万円で、標準報酬月額 30 万円に基づく厚生年金保険料が給与から控除

されていたと思うので、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 30 万円

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ａの経理担当者の供述から判断すると、申立期間において、申

立人は、その主張のとおり同社から国に記録されている標準報酬月額より

も高額な報酬が支給されていたことが推認できる。 

しかし、有限会社Ａの元代表取締役は、同社は既に解散し、資料を保管

していないので、申立期間における申立人の給与額及び給与から控除した

保険料額は確認できないとしている。 

また、有限会社Ａの経理担当者は、当時は経営難であったため、申立人

の報酬月額を実際に支給していた額よりも低い額の 20 万円と社会保険事

務所（当時）に届け出た上、申立人の給与から標準報酬月額 20 万円に基

づく保険料を控除していたとしている。 

さらに、オンライン記録によると、平成９年８月 18 日に、９年 10 月１

日付け申立人の標準報酬月額を 30 万円とする処理が行われていたが、同

年９月 29 日に当該処理が取り消され、同日、９年４月１日付け申立人の

標準報酬月額を 20 万円とする処理及び同年 10 月１日付け申立人の標準報

酬月額を 20 万円とする処理が行われていることが確認できるところ、有



  

限会社Ａの経理担当者は、「当時、同社に社会保険料の滞納は無かったが、

保険料の負担を少なくするため、何とか払える額の標準報酬月額を社会保

険事務所に届け出た」旨の供述をしている。 

なお、オンライン記録によると、申立人の平成 10 年 10 月１日付け標準

報酬月額を 20 万円とする処理及び 11 年 10 月１日付け標準報酬月額を 20

万円とする処理について、遡及訂正された形跡は見られない。 

これらのことから、申立期間において、有限会社Ａでは申立人に支払っ

た給与支給額よりも低い額の報酬月額を社会保険事務所に届け出たことが

推認されるが、申立人の給与から標準報酬月額 30 万円に基づく厚生年金

保険料が控除されていたとまでは判断できない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


